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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第75期 

第３四半期 
連結累計期間 

第76期 
第３四半期 
連結累計期間 

第75期 

会計期間 

自平成29年 
 ４月１日 
至平成29年 
 12月31日 

自平成30年 
 ４月１日 
至平成30年 
 12月31日 

自平成29年 
 ４月１日 
至平成30年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 5,071,560 5,215,612 6,787,922 

経常利益 （千円） 674,565 656,991 847,388 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 470,970 600,990 647,271 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 741,309 547,314 870,144 

純資産額 （千円） 10,602,153 11,064,066 10,730,988 

総資産額 （千円） 12,779,873 12,969,661 12,725,061 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 73.79 94.16 101.42 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 82.4 84.8 83.8 

 

回次
第75期

第３四半期
連結会計期間

第76期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成29年
 10月１日
至平成29年
 12月31日

自平成30年
 10月１日
至平成30年
 12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 29.11 37.71 

 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３ 売上高には消費税等は含まれておりません。

 

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。なお、第２四半期連結会計期間において、平成30年１月９日をもって解散しました宏洋サン

テック株式会社は、平成30年９月19日に清算結了したため、連結の範囲から除外しております。

 この結果、平成30年12月31日現在において、当社グループは、当社、連結子会社３社および持分法適用会社２社に

より構成されることとなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国の経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和政策を背景に、家計部門

においては雇用者所得、個人消費共に緩やかな回復傾向が続きました。企業部門においては相次いだ自然災害の影

響も収束し、生産活動は緩やかに持ち直しており、世界的な景況感の回復や人手不足に伴う省人化・自動化投資が

下支えとなり、企業収益、設備投資は底堅く推移しました。今後については、個人消費や設備投資、公的需要など

の内需が下支えするものの、人手不足に伴う人件費の高騰や海外経済の減速による輸出の弱含みなどが重石とな

り、一進一退で推移する見込みであります。また、米中の貿易摩擦をめぐる緊張感の高まりやアジア新興国におけ

る政策動向等により海外経済は依然不確実性をはらんでおり、近隣諸国における地政学リスクへの懸念も依然とし

て予断を許さない状況が続いております。

当社グループにおきましては、国内外のマーケットへ向け営業活動を強化してまいりました結果、建築設備市

場の本格的な受注回復は来期以降と見られますものの、工場設備市場においては前期に引き続き蒸気配管向け製品

の好調などがあり、国内顧客向け販売は堅調に推移しました。また海外顧客向け販売においては、中国や北米、ア

セアン地域での販売を大きく伸ばすなど、販売活動全体としては好調に推移しました。今後については、更なる海

外販路の拡大を目指し、オリンピック関連も含めた大規模建築案件により活発化すると見込まれる関連市場におい

て取り逃しの無いよう積極的な販売活動を展開するとともに、生産活動の合理化やコストダウンを強力に進め、経

営の効率化と業績の向上に努めてまいります。

このような状況のもと、当社グループは引き続き積極的な提案営業を展開しました結果、当第３四半期連結累計

期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

ａ．財政状態

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ２億44百万円増加し、129億69百万円とな

りました。

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ88百万円減少し、19億５百万円となりまし

た。

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ３億33百万円増加し、110億64百万円と

なりました。

ｂ．経営成績

当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高52億15百万円（前年同期比 2.8％増）、営業利益４億89百万円

（前年同期比 9.9％減）、経常利益６億56百万円（前年同期比 2.6％減)、親会社株主に帰属する四半期純利益６

億０百万円（前年同期比 27.6％増）となりました。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

（日本）

建築設備市場においては、本格的な受注回復は来期以降と見られ、売上は低調に推移しました。その一方で、工

場設備市場においては、蒸気配管向け製品の好調などもあり、国内全体の売上高は堅調に推移したものの、売上原

価の増加などにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は48億66百万円(前年同期比4.3％増)、セグメント利益

は２億79百万円(前年同期比12.9％減)となりました。

（東南アジア）

主にアセアン地域で、当社グループの主力製品である工場向けバルブ製品の販売を伸ばした結果、海外全体の売

上高は堅調に推移したものの、売上原価の増加などにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は15億89百万円

(前年同期比3.2％増)、セグメント利益は２億11百万円(前年同期比7.8％減)となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億24百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

- 4 -



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,665,878

計 22,665,878

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 6,967,473 6,967,473

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株で

あります。

計 6,967,473 6,967,473 ― ―

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金 
増減額
（千円）

資本準備金 
残高

（千円）

平成30年10月１日～

 平成30年12月31日
― 6,967,473 ― 1,908,674 ― 2,657,539

 

(5)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(6)【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  585,100 ― 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,379,800        63,798 同上

単元未満株式 普通株式   2,573 ― ―

発行済株式総数      6,967,473 ― ―

総株主の議決権 ―        63,798 ―
 
 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱ヨシタケ
名古屋市瑞穂区二野町 

７番３号
585,100 ― 585,100 8.39

計 ― 585,100 ― 585,100 8.39

 （注） 当第３四半期会計期間末における所有自己株式数は、585,134株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成30年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,317,035 1,001,497 

受取手形及び売掛金 ※１ 2,337,077 ※１ 2,538,497 

有価証券 500,770 300,600 

商品及び製品 1,119,853 1,326,358 

仕掛品 666,842 730,304 

原材料及び貯蔵品 828,558 927,080 

その他 164,592 265,910 

貸倒引当金 △230 △266 

流動資産合計 6,934,501 7,089,984 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 3,350,752 2,965,450 

減価償却累計額 △2,010,524 △1,675,465 

建物及び構築物（純額） 1,340,227 1,289,984 

機械装置及び運搬具 3,320,780 3,516,053 

減価償却累計額 △1,874,043 △1,938,927 

機械装置及び運搬具（純額） 1,446,736 1,577,125 

土地 781,859 782,604 

リース資産 118,625 126,901 

減価償却累計額 △71,643 △90,363 

リース資産（純額） 46,981 36,538 

建設仮勘定 74,810 23,148 

その他 1,010,624 1,027,168 

減価償却累計額 △913,064 △938,737 

その他（純額） 97,559 88,430 

有形固定資産合計 3,788,175 3,797,832 

無形固定資産 70,286 55,761 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,442,209 1,588,556 

その他 489,889 437,526 

投資その他の資産合計 1,932,098 2,026,082 

固定資産合計 5,790,560 5,879,676 

資産合計 12,725,061 12,969,661 

 

- 8 -



 

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成30年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※１ 651,544 ※１ 716,533 

1年内返済予定の長期借入金 28,560 26,260 

未払法人税等 89,783 22,011 

賞与引当金 159,497 82,332 

その他 226,086 283,591 

流動負債合計 1,155,471 1,130,728 

固定負債    

長期借入金 19,120 － 

リース債務 31,557 13,372 

役員退職慰労引当金 263,509 273,246 

退職給付に係る負債 494,452 458,256 

資産除去債務 29,961 29,990 

固定負債合計 838,601 774,866 

負債合計 1,994,073 1,905,595 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,908,674 1,908,674 

資本剰余金 2,657,905 2,657,905 

利益剰余金 6,270,182 6,666,938 

自己株式 △454,776 △454,777 

株主資本合計 10,381,986 10,778,741 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 70,948 33,418 

繰延ヘッジ損益 － △4,606 

為替換算調整勘定 209,252 189,577 

その他の包括利益累計額合計 280,200 218,390 

非支配株主持分 68,800 66,934 

純資産合計 10,730,988 11,064,066 

負債純資産合計 12,725,061 12,969,661 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年12月31日) 

売上高 5,071,560 5,215,612 

売上原価 2,960,927 3,104,799 

売上総利益 2,110,632 2,110,812 

販売費及び一般管理費 1,567,745 1,621,544 

営業利益 542,887 489,268 

営業外収益    

受取利息 24,376 32,366 

受取配当金 3,126 3,214 

持分法による投資利益 104,061 148,812 

その他 26,617 21,732 

営業外収益合計 158,182 206,125 

営業外費用    

支払利息 1,097 744 

売上割引 7,257 7,642 

為替差損 16,070 27,714 

その他 2,078 2,300 

営業外費用合計 26,504 38,401 

経常利益 674,565 656,991 

特別利益    

固定資産売却益 - 114,451 

投資有価証券償還益 - 4,669 

特別利益合計 - 119,121 

税金等調整前四半期純利益 674,565 776,113 

法人税、住民税及び事業税 130,604 83,357 

法人税等調整額 65,927 83,630 

法人税等合計 196,532 166,988 

四半期純利益 478,033 609,124 

非支配株主に帰属する四半期純利益 7,062 8,134 

親会社株主に帰属する四半期純利益 470,970 600,990 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年12月31日) 

四半期純利益 478,033 609,124 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 26,872 △37,529 

繰延ヘッジ損益 - △4,606 

為替換算調整勘定 175,652 17,209 

持分法適用会社に対する持分相当額 60,750 △36,884 

その他の包括利益合計 263,275 △61,810 

四半期包括利益 741,309 547,314 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 734,246 539,180 

非支配株主に係る四半期包括利益 7,062 8,134 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第２四半期連結会計期間において、平成30年１月９日をもって解散しました宏洋サンテック株式会社は、平成30年

９月19日に清算結了したため、連結の範囲から除外しております。 

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示しております。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 ※１ 四半期連結会計期間末日満期手形等

 四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形等の金額は、次の

とおりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 39,654千円 31,325千円 

支払手形 52,999千円 58,523千円 

電子記録債権 3,102千円 7,538千円 

電子記録債務 77,059千円 71,238千円 

 

  ２ 受取手形割引高

 
前連結会計年度 

（平成30年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成30年12月31日） 

輸出手形割引高 4,397千円 －千円 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

減価償却費 261,229千円 319,381千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 191,470 30 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月25日

定時株主総会
普通株式 204,234 32 平成30年３月31日 平成30年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円） 

  日本 東南アジア 合計 

売上高      

外部顧客への売上高 4,567,188 504,371 5,071,560 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

98,984 1,036,396 1,135,380 

計 4,666,173 1,540,767 6,206,940 

セグメント利益 321,433 228,928 550,361 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

  （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 550,361

棚卸資産の調整額 △7,474

四半期連結損益計算書の営業利益 542,887

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円） 

  日本 東南アジア 合計 

売上高      

外部顧客への売上高 4,769,457 446,155 5,215,612 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

97,483 1,143,661 1,241,144 

計 4,866,940 1,589,816 6,456,757 

セグメント利益 279,836 211,163 490,999 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

  （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 490,999

棚卸資産の調整額 △1,731

四半期連結損益計算書の営業利益 489,268
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益 73円79銭 94円16銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 470,970 600,990

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円）
470,970 600,990

普通株式の期中平均株式数（株） 6,382,340 6,382,340

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

      平成31年２月７日

株式会社 ヨシタケ  

  取 締 役 会 御 中  

 

  三優監査法人  

 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 林  寛 尚  ㊞ 

 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 八代  英明  ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨシタ

ケの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヨシタケ及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 



 

その他の事項

 会社の平成30年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査

が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成30年２月６日付けで無限定の結論を表明してお

り、また、当該連結財務諸表に対して平成30年６月25日付けで無限定適正意見を表明している。

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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